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コンプライアンス 
１ 企業の姿勢 

  土木業界においては、昨今の非社会的な事象を受けて、コンプライアンスを遵守することは、

企業自体の存続に係わる最も重要な要素となっています。多くの企業においては、「コンプライ

アンスを遵守した事業活動方針」を策定し、具体的に「コンプライアンス上疑わしき行為」を

禁止することを明言しています。 

具体的には、見積書や見積設計図書の徴集を依頼された場合において、その事業が工事発注

となる段階で、「自社が、競合他社が知らない情報を早い段階で取得していた」こと自体がコン

プライアンス上問題となる可能性があり、場合によってはその事業の入札参加を辞退すること

もありえます。そのためコンプライアンスを、重視している企業ほど対発注者に対する対応が

慎重になる傾向が強いようです。 

 

２ 発注者側の対応 

  このような社会的状況下において、事業の発注者側においても、見積書等の設計資料の徴集

といった発注事務に関する作業に対し、企業のコンプライアンスを重視した配慮を行なうとと

もに、工事発注方式についても、その事業の持つ技術的特色に対し適性の高い発注方式を選択

する必要があります。 

 （見積徴集段階） 

  例えば、見積書や、見積設計図書を徴集するにあたっては、以下の点を配慮する必要があり

ます。 

① 具体的な工事内容（工事名、発注時期、詳細な場所、詳細な数量等）が判明しない。 

② 工事全体の金額を見積もるのではなく、可能な限り単価見積り等あくまで積算資料の要

素としての徴集とする。 

③ 必要性能は明確に提示するが、付帯的要素は、各社に前提条件を決めさせ、現実にあっ

た形に発注者側で修正できる形にする。 

     例：見積り者の前提「100ｍ以内に仮置き場ある」発注者修正「現実 500ｍならその

分土木的な単価で修正」 

  ④ 発注段階で公表する情報より詳しい情報はださない。 

⑤ コンサルタント等からの徴収の場合も概要のみを示して徴集する。 

例：九州地方で約 50,000 ㎥程度のダイオキシン汚染底質 3ng-TEQ/g を 3ng-TEQ/g 以下

に処理した場合の㎥あたり単価。 

 



３ 第三者機関（ＮＰＯ等）の利用 

   発注者・受注者のコンプライアンス遵守と出来るだけ公平で透明性が求められる社会的状況

においては、発注業務に関する作業を徴収する場合にも出来るだけ社会的信頼性の高いＮＰＯ

等の第三者機関を利用することも一考です。 

  また、特に廃棄物処理や汚染物の浄化等環境分野は専門的知見が必要であり、従来の土木に

プラスしケミカルの要素も求められるため発注業務の策定においても、また各種委員会等の運

営においても、各方面の人材を揃えたＮＰＯのサポートを得ることが望ましいと思われます。 

 

発注方式の選定 
 工事の技術的内容についてその特色に適合した発注方式を選択する必要があります。 

 例えば今回の浄化処理事業のように、処理について企業により異なった技術が存在した場合は 

以下のような発注方式が考えられます。 

 

１ 条件付一般競争入札 

同様な処理の実績を持つことを条件として、一般競争入札とする。 

 価格により落札者が決定することから、落札に関する妥当性は大きいが、比較的技術が確定し

ていないものに対しては、処理技術に関しての照査が重要であることから、実績処理量の条件

も付すべきであり、それが参加可能者を大きく制限することになることで、競争に対する妥当

性に課題を残す可能性があります。 

 また、見積り徴集した企業とそうでない企業とが競合することが考えられ、見積り徴集段階 

からの配慮が必要です。 

 

２ 指名競争入札 

同様な処理実績を持つ企業及び十分な対応技術を持つと思われる企業を指名し入札を行 

なう。 

 価格により落札者が決定することから、落札に関する妥当性は大きいが、指名企業の決定 

に関し妥当性を高くする必要があり、通常の指名委員会により強く技術的な判断を求める 

必要があることから、個別の技術委員会を設置する必要も考えられます。また「条件付一般 

競争入札」より本方式の適合性が高いという明確な理論が必要です。 

 また、見積り徴集した企業とそうでない企業とが競合することが考えられ、見積り徴集段 

階からの配慮が必要です。 

 

３ 総合評価方式 

参加企業（通常公募）の提案、見積り価格に対し、工事価格以外の事前に決定した要素 

に対し、評価、得点化して、総合点＝得点／価格 で算出される総合点により、落札者を 

決定する。最低価格者が落札者とならない可能性があり、落札に対する妥当性、公平性を 

高めるために、方式決定、評価項目の選定、評価基準の決定、評価、特定の各段階において、 

専門委員会（地方自治法では 2 名以上の学識者の意見徴集が義務化）による決定が必要に 



なります。 

    手続きが煩雑化するが、本件のような技術的検証を十分行なう必要がある場合は、処理の 

確実性や、処理に伴う周辺環境負荷の大きさ等、重要な事項を検証、評価できることから 

適性の高い方法と考えられます。



工事発注方式比較表 

  条件付一般競争入札 指名競争入札 総合評価方式 

方式概要 

技術の施工実績、施工量実績を条

件とし、一般競争により入札する。 

企業の実績や技術の施工実績、施

工量実績を参考に、業者を指名し、

入札する。 

参加企業の提案に対し、価格以外

の要素に対する評価を得点化したも

のと、価格から算出した総合点によ

り、落札者を決定する。 

参加企業 公募 指名 一般的には公募 

落札条件 工事価格 工事価格 総合点 

発注手続き 公募手続き 指名委員会での決定 各段階で委員会決定 

傾向 
比較的工事金額の大きな工事にお

いて近年増加（主流化） 

工事金額が比較的小さく、一般的な

技術による工事に多い。 

工事金額が比較的大きく、企業独自

技術が対象になる工事に多い。 

メリット 

・落札に関し妥当性が高い 

・近年主流化しており、社会的理解

が得られやすい。 

・技術について実績条件での照査を

行える。 

・落札に関し妥当性が高い 

・技術について単に実績ではなく、事

業者としての評価が指名という形で

反映できる。 

・社会的条件に関する事業者の意見

（地元企業優先等）を反映しやすい。

・各企業独自の技術から総合的に最

も優れたものを選定できる。 

・価格のみではなく、環境負荷等の

要素も含め評価することで、社会的

に受け入れやすい。 

・技術的な判断を委員会で行うこと

から、妥当性を高めることが出来る。

デメリット 

・条件のつけ方により、参加機会を

制限する可能性がある。 

・参加条件の工事実績のみが担保と

なり、価格のみで落札者が決定する

ことから、技術に関する検証が十分

にできない場合もありうる。 

・方式の社会的な理解を得るために

十分な優位性の説明を行なう必要

がある。 

・すべて委員会での決定となり、手

続きが煩雑化する。 

・他方式に比べ発注までの作業及び

時間を必要とする。 

 



 

     総合評価方式



 
 
  

 


